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不完備情報ゲームにおける評判と需要不確実性の考察
 藤　井　陽一朗†
概　　要
　本論文は、これまでの参入阻止の議論の１つとして用いられてきた評判の分析に疑問を持ち、
より現実の意思決定の環境を反映させる例として従来のモデルに外部的な不確実性を導入し、そ
の影響を見ることを目的とする。この外部的な不確実性として需要の不確実性を用いる。しかし
従来のモデルのままでは需要不確実性を含めたモデルを構成できないので、既存の評判の議論の
本質を変えることなく産出量分析の形に修正を行う。需要の不確実性が入ることによってプレイ
ヤーの利得表が不確実になることを示し、この不確実性に関する確率が特定の領域を満たさない
ときには評判の分析のよりどころであった逐次均衡が構成できないことを示す。また需要に関す
る付加的な情報を組み込むことで情報の偏在が起こった場合の評判の成立にも言及する。このと
き付加的な情報にノイズがある場合でも情報優位にあるプレイヤーに有利に働くことを示す。
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第１章　序論
１．１　研究の背景と目的
　ある財の市場において供給が一企業の独占で成り立っているときに、独占企業が得てい
る利潤は他の企業から見ると非常に魅力的である。同時にそれは他の企業が独占市場へ参
入しようとする動機づけになるであろう。しかし既存の独占企業からみると参入企業の登
場は自己の利潤が低下してしまうことから決して好ましいものではない。よって既存の独
占企業は潜在的に存在すると考えられる参入企業に対して、これを阻止しようとする動機
を持つと考えられる。このような既存企業が潜在的な参入企業に対して行う参入阻止の議
論はこれまでにも多くの議論がなされてきた（Modigliani1958ほかを参照）。その議論の
ひとつに既存企業の「参入が発生した場合にはこれに対して断固として戦う」という行動
が評判となって参入企業の意思決定に影響を与えうるかという議論がある。
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　この問題はゲーム理論の中では均衡概念の問題として、チェーンストアパラドックス
（chainstoreparadox）の名前で指摘されている（Selten（1978））。すなわちバックワード・
インダクション（backward induction）から得られる部分ゲーム完全均衡が繰り返しゲー
ムでは、我々が現実的に妥当であろうと考える解と異なるということである。このチェー
ンストアパラドックスの問題に対してKrepsandWilson（1982b）は、現実の意思決定に
おいては相手の利得がわからないまま自分の行動を決定しなければならないことが非常に
多いことから、Selten のチェーンストアゲームを不完備情報ゲームに拡張し、解の精緻化
として逐次均衡の概念を用いて繰り返しゲームにおける評判の効果について分析を行っ
た。
　しかしこれらの議論は現実の意思決定の環境を十分に反映しているかどうかについては
疑問であると考えられる。例えば意思決定の分析において外部的な不確実性が存在すると
いうことは容易に想像できるであろう。このような外部的な不確実性が存在する場合に評
判がどのような影響を受けるかについてはこれまで議論がなされていない。そこで本研究
では外部的な不確実性の例として需要の不確実性をチェーンストアゲームに導入する。こ
れにより従来のチェーンストアゲームを産出量分析の形に変更する。このときプレイヤー
の利得表が不確実なものとなることを示し、このような状況下では需要不確実性に関する
確率がある特定の範囲を満足しないと従来の評判の議論が必ずしも成立しないことを示
す。そこで情報の存在と評判の関係についてその結果を考察することを目的とする。
１．２　論文の構成
　まず第２章で Selten（1978）が指摘したチェーンストアゲームとチェーンストアパラ
ドックスの問題を議論する。第３章ではチェーンストアゲームを産出量分析の形に修正し
ながらKrepsandWilson（1982b）の議論を検討する。第４章では産出量分析の形に変換
したチェーンストアゲームに需要の不確実性を組み込む。このとき需要不確実性と評判の
関係を考察する。第５章では今後の課題について述べるものとする。
第２章　チェーンストアゲーム
２．１　チェーンストアゲーム
　次のようなゲーム（Selten1978）を考える。
　あるチェーンストアが地域Aに店舗を持ち、ある財を独占販売している。地域Aの一
人の事業者がチェーンストアと同じ種類の財を販売する小売店を出店する（IN）か、そ
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の資金で他の事業をする（OUT）かどうかを考えている。
　事業者が参入してこない時に、チェーンストアは独占を維持するために利潤５を得る。
また事業者が参入してきた場合にはチェーンストアは小売店と協調（CO）するか、財の
価格を下げて小売店と対抗（AG）するかどうかを選ぶ。
　展開形ゲームで表すと次の通り。
　これらをまとめると利得に関して次の利得表を得る。
　この利得表は例えば事業者が参入、チェーンストアが対抗をとったときには事業者が１
の利得、チェーンストアが５の利得を得ることを示している。
　ここでゲームは各プレイヤーの情報集合は１つの手番からなっているので完全情報であ
ることがわかる。これはすべての手番でその手番以前のゲームの結果を完全に知ることが
できることを意味している。バックワード・インダクションにより、ナッシュ均衡点 eは
純戦略の組、
e1=（IN、CO）
e2=（OUT、AG）
であることが分かる。
図２．１　展開形で表したチェーンストアゲーム
表２．１　チェーンストアゲームの利得表
参入 退出
協調 （2，2） （5，1）
対抗 （0，0） （5，1）
（147）
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　この２つのナッシュ均衡点は２人のプレイヤーの非協力ゲームの解として妥当かどうか
を検討する。
　第１にチェーンストアにとってAGは COに弱支配されている。言い換えるとAGより
も COを取った方が相手の行動に関わらず利得が高いので、チェーンストアの行動を考え
るとチェーンストアの行動AGは妥当ではない。第２にプレイヤーの情報集合での行動規
準は期待利得最大化であるからチェーンストアは情報集合で行動 COを選ぶはずである。
事業者が合理的にチェーンストアにとってCOが最適行動であると予想したのなら、事業
者は e2においてOUTから INに変更するはずである。
　以上の２点よりこのゲームにおける非協力解として e1=（IN、CO）を採用するのが妥
当であると考えられる。e1のように展開形ゲームのすべての部分ゲームにおいてナッシュ
均衡になっている均衡点を部分ゲーム完全均衡点と呼ぶ。
２．２　チェーンストア・パラドックス
　チェーンストアゲームが以下のように繰り返されるとする。
　まずチェーンストアは地域 k（k=1、…、20）に支店を持っており、各地域においてあ
る財を独占販売している。各地域k（k=1、…、20）にはそれぞれ事業者ｋがいて小売店
を出店するかどうか考えている。ゲームは地域1、…、20で順番に行われ、各地域でチェー
ンストアと事業者はそれまでのゲームの結果を観察することができる。なお、一回のゲー
ムの利得は２．１で用いた利得表と同じで、チェーンストアの利潤は全ての地域の利得の
和とする。
　このゲームの部分ゲーム完全均衡点は２．１での議論より、地域20で（IN、OUT）とな
る。地域19以降も２．１での議論が適用されるので（IN、OUT）となる。以下同様にして
全ての地域において事業者は参入し、チェーンストアはこれと協調するのが唯一の完全均
衡点であることがわかり、このときのチェーンストアの利得は2×20で40である。
　この完全均衡点は現実問題として妥当かどうかを検討するために、例としてチェーンスト
アはk=1、…、17まで事業家が INをとるならAGで対抗するという行動をとる場合を考える。
　このとき地域１で事業者が部分ゲーム完全均衡に基づいて INをとると、チェーンスト
アはAGで対抗してくる。この結果は地域２の事業者に伝わり、チェーンストアがAGを
とる危険性を考慮するようになる。
　このようにチェーンストアがAGをとることでこれが評判となり将来のゲームの事業者
の行動に影響を与えることができるかもしれない。実際、もしこのようにチェーンストア
が行動した結果、k=1、…、17のうちで７人の事業者がOUTをとるとチェーンストアの
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利潤は地域17までの利得が0×10＋5×7で35、残りの地域18から20までの利得が2×3で６、
合計で41となり、部分ゲーム完全均衡点から得られる40を上回ることになる。実際の状況
ではこれは十分に考えられる。
　以上のように部分ゲーム完全均衡点の概念は１回限りのゲーム、もしくは有限回の繰り
返しゲームの終盤における合理的な選択論理としては強い説得力を持つが、それ以外の場
合では我々が現実的でもっともらしいと考える結果とは矛盾することがわかる。Selten は
これをチェーンストアパラドックスと呼び、それまでのゲーム理論における均衡解の問題
点を指摘した。
第３章　需給を考慮したチェーンストアゲーム
　はじめにKrepsandWilson（1982b）が行った情報不完備ゲームのモデルを産出量分析
に見合った形に修正する。
　産出量分析に入る前に需要に関する定義を行う。まず生産物の価格Pと産出量qの間に、
P=a－bq
の関係があるとする。ただし aと b は共に需要に関するパラメータで a、b ＞0とする。
次に各プレイヤーの行動選択と利得の関係を示す。
A．事業者が参入しなかったとき
このときチェーンストアはこれまで通り独占を維持できるので、産出量 qから価格 Pを
操作して自己の利潤最大化を図る。チェーンストアの利潤をπ1、産出量を q1、生産に必
要な費用の限界費用を c1とすると、
π1=Pq1－c1q1
と表すことができ、利潤π1を最大化するような産出量 q1＊を決定する。π1を q1で微分し
てゼロとおき、産出量 q1について解くと、
が得られる。このときの均衡価格は、
となるので、チェーンストアの利潤π11＊は、
π11=P＊q1＊－c1q1＊
q1＊=
a－c1
2b
P＊=
a＋c1
2
（149）
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となる。なお、このとき事業者はこの市場から何らの損得もしていないので利潤π21はゼ
ロであるとする。
B．事業者が参入してチェーンストアが協調をとったとき
このときクールノー競争が発生するものとする。すると先に定義した需要関数の qは事
業者の産出量を q2とすると、
q=q1+q2
となり、需要関数は、
P=a－b（q1＋ q2）
となる。
チェーンストアの利潤をπ1、事業者の利潤をπ2、事業者が生産を行うときの限界費用
を c2とすると、
π1=Pq1－ c1q1
π2=Pq2－ c2q2
と表すことができる。チェーンストアと事業者はこれを最大化するように産出量を決定す
るので利潤をそれぞれの産出量で微分してゼロとおいて解きなおすと、
となり反応関数が得られる。これから均衡産出量を求めると、
このときの均衡価格 P＊は、
で求められるので、チェーンストアπ12と事業者の利潤π22は、
π12=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊
π22=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊
のように求められる。
q1=　　－　
a－c1
2b
q2
2
q2=　　－　
a－c2
2b
q1
2
q1＊＊=　　　
a＋c2－2c1
3b
q1＊＊=　　　
a＋c1－2c2
3b
P＊＊=　　　
a＋c1＋c2
3
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C．事業者が参入してチェーンストアが対抗した場合
チェーンストアの対抗行動は、財の生産に必要な原材料を買い占めることを意味するもの
とする。すると事業者は高い費用を負担して原材料を調達しなければならなくなる。この
ときの事業者の限界費用は c2（c2＞ c2）となる。その後クールノー競争がなされるものと
する。このときのそれぞれの利潤は、
π1’=Pq1－ c1q1
π2’=Pq2－ c2q2
となる。このときの反応曲線は、
ここから均衡産出量を求めると、
となり、このときの均衡価格は、
となる。よってチェーンストアと事業者の利潤をπ13、π23と表すと、
π13=P＊＊＊q1＊＊＊－ c1q1＊＊＊
π23=P＊＊＊q2＊＊＊－ c2q2＊＊＊
が得られる。以上でそれぞれのプレイヤーの行動とそれに対応する利潤を見てきたがそれ
ぞれを比較すると、チェーンストアについて、
π11＞π12＞π13
となる。一方で事業者についてはチェーンストアに対抗されるなら退出した方がよいので、
π22＞π21=0＞π23
となることがわかる。これを表にあらわすと表３．１が得られる。
q1’=　　－　
a－c1
2b
q2
2
q2’=　　－　
a－c2
2b
q1
2
q1＊＊＊=　　　
a＋c2－2c1
3b
q1＊＊＊=　　　
a＋c1－2c2
3b
P＊＊＊=　　　
a＋c1＋c2
3
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　次にチェーンストアのタイプについて定義を行う。ここでタイプとはプレイヤーが固有
に持つ効用関数に影響を与えるような私的な属性もしくは情報を意味する。すなわち各プ
レイヤーは自分のタイプについては知っているが他のプレイヤーのタイプに関してはわか
らないものとする。ただし各プレイヤーは他のプレイヤーのタイプの集合Tについては
知っているものとする。ここではチェーンストアのタイプについては次の２種類が存在し、
事業者のタイプは１種類であるとする。
　効用関数は次のように与えられる。
u=θ U1（π1）+（1－θ）U2（M）　ただし0＜θ＜1
とする。ただしMはこの地域での独占度とする。独占度はその地域における産出量のシェ
アであるとする。すなわち独占度Mは、
で表されるものとする。
①部分ゲーム完全均衡が参入に対して対抗となるタイプ（以下ではSC）
　このタイプのチェーンストアはたとえ自己の金銭的な利益を犠牲にしてでもその地域に
おける市場のシェアを重視する。よって参入が発生した場合には対抗する。すなわち支配
戦略がAGであることを表している。事業者側から見ればこのタイプは強行に対抗行動を
取ってくるので“強気なチェーンストア”として以下では SCと呼ぶことにする。
　このタイプのときのウエイトθは、θ＜0.5とする。
②部分ゲーム完全均衡が参入に対して協調となるタイプ（以下ではWC）
　このタイプのチェーンストアは SCとは異なり金銭的な利潤を重視するタイプである。
よって参入が発生した場合には自己の利潤を高くしようとするために事業者と協調する。
すなわち支配戦略がCOであることを表している。事業者から見ると自分が参入したとき
には協調行動を取ってくるので“弱気なチェーンストア”として以下ではWCと呼ぶ。
　このタイプのときのウエイトθは、θ＞0.5とする。
　ところで事業者も効用関数、
表３．１　プレイヤーの行動と利潤
　 参入 退出
協調 （π12，π22）（π11　，0）
対抗 （π13，π23）（π11　，0）
M=　　　　　（i、j=1、2）、（i ≠ j）　qi　
qi＋qj
（152）
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u= θ U1（π1）+（1－θ）U2（M）　ただし0＜θ＜1
を持っている。ここで効用関数のウエイトθは、θ＝1とする。すなわち事業者は金銭的
な利潤のみを重視する。
　以上からこのゲームの利得表が得られる。
　SC の場合は対抗が支配戦略なので、部分ゲーム完全均衡は（OUT、AG）、一方で
WCの場合の部分ゲーム完全均衡は（IN、CO）となる。すなわち SC について、a21＞
a11、WCについて a31＞ a41が成立している。また事業者について、a12、a32＞ ai4＞ a22、a42
（i=1、…、4）が成立する。
　逐次均衡を次のように考える。
　この利得表から、事業者はチェーンストアのタイプが SCとWCのどちらのタイプかに
よって対抗か協調かが決まることは知っている。
　一方で事業者が IN をとったときの期待利得は、チェーンストアのタイプが SC なら
AG、WCなら COとなるので、
a22× p+a32×（1－ p）
となる。事業者はこの期待利得がOUTの期待利得を上回れば参入を選ぶはずなので、次
の不等式が成り立つ。
a22× p+a32×（1－ p）≧ a24× p+a34×（1－ p）
これを解いて、
を得る。この不等式で等号が成立するときに事業者は参入と退出が無差別になっているこ
とを示している。事前的に均衡は考えられるから、このときに逐次均衡が成立するものと
する。ここでは有限回で繰り返しのある場合を考えているので、最終回にこの pが成立
表３．２　プレイヤーの行動と利得（SCの場合）
　 参入 退出
協調 （a11　,　a12） （a13　，　a14）
対抗 （a21　,　a22） （a23　，　a24）
表３．３　プレイヤーの行動と利得（WCの場合）
　 参入 退出
協調 （a31　,　a32） （a33　,　a34）
対抗 （a41　,　a42） （a43　,　a44）
p ≧　　　　　a34－a32　　
a22＋a34－a32－a24
（153）
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するようにプレイヤーは行動する。
　ここでは各要素の大小関係を考慮して次の利得表を用いて計算を行う。
　以上をもとにして展開形表現でゲームを書くと図３．1の通りになる。
　先述の均衡を考えると、事業者はチェーンストアのタイプが SCなら対抗、WCなら協
調してくることを知っている。また事業者の期待利得は参入、退出のどちらをとっても
p=0.5のとき０で等しいので、事業者の持つタイプに関する主観確率 pが0.5よりも低けれ
表３．４　プレイヤーの行動と利得（SCの場合）
　 参入 退出
協調 （－1　,　0.5） （2　,　0）
対抗 （0　,　－0.5） （2　,　0）
表３．５　プレイヤーの行動と利得（WCの場合）
　 参入 退出
協調 （0　,　0.5） （2　,　0）
対抗 （－1　,　－0.5） （2　,　0）
図３．１　不確実性のないチェーンストアゲーム
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ば参入、0.5よりも高ければ退出、0.5なら確率0.5で参入してくることがわかる。またチェー
ンストアの期待利得は p=0.5のときに０で SC と WC の期待利得が等しくなる。
　次にチェーンストアゲームが複数地域になった場合の逐次均衡を考える。チェーンスト
アのタイプに関する主観確率について次の条件を加える。
　地域 k の事業者が持つチェーンストアのタイプに関する主観確率 p は k －1期までで行
われたゲームの結果によって成立する市場価格 P をもとに条件付確率として更新される
ものとする。すなわち、
ただし P は第 k －1期で成立した価格
が成立するものとする。これは先の産出量の決定のところで見たようにプレイヤーの行動
によってそれぞれ異なった均衡価格 P が成立することから、これを観察することによっ
て前の地域で各プレイヤーが取った行動がわかるからである。なお参入が起こらなかった
場合は主観確率の更新は行われないものとする。
　複数地域の例として２期間の繰り返しがある場合を考えてみる。ここでは第１期の事業
者の主観確率 p が参入の動機を持つと考えられる p=0.4として計算を行う。ところで SC
はいかなる状態でも CO をとる動機はない。なぜならば SC が一度でも CO をとると、事
業者は SC が部分ゲーム完全均衡からはなれて CO をとることはないと考えるので、事業
者の主観確率は更新されて p＝0になってしまう。これは事業者がチェーンストアのタイ
プが WC であると確信することを意味しており、それ以降の地域で参入が発生してしま
うので SC の期待利得は部分ゲーム完全均衡のそれよりも下がってしまうことになるか
ら SC の場合は参入が起こると確率１で対抗行動をとる。よって先に均衡として計算した
p=0.5が最終期である第２期に達成されるように第１期で WC がある確率 n で対抗行動を
とればよいことがわかる。上述の主観確率の更新に関する式に値を代入してこの逐次均衡
となる n＊を求めると、
これを解いて、n＊≒0.67を得る。すなわち事前の意味で第１期に WC が n≒0.67で対抗す
ることによって逐次均衡が達成されるということを示している。言い換えると、このゲー
ムでは部分ゲーム完全均衡は満たされているが、チェーンストアにとって逐次均衡から得
られる期待利得の方が部分ゲーム完全均衡から得られる期待利得よりも高くなるので逐次
均衡に移行する動機を持っているということである。KrepsandWilson はこのように逐
prob（SC︱P）＝　　　　　　　　  prob（P︱SC）prob（SC）  　　　　　
prob（P︱SC）prob（SC）＋prob（P︱WC）prob（WC）
prob（SC︱P）＝　　　　　　　　　＝0.5　　　1×0.4　　　
1×0.4＋ n（1－0.4）
（155）
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次均衡の概念を用いることで第１期にWCがその１地域だけで見ると不合理な対抗行動
をとることで、参入企業である事業者のタイプに関する主観確率 pに影響を与えること
により、最終的に期待利得を高める行動を評判として説明した。
第４章　評判と需要不確実性
４．１　情報獲得による事前確率の更新がない場合
　需要不確実性を導入して分析を行う。このとき先述の需要関数は、
P=a－bq
ただし a（a ＞0）は確率変数とし、b（＞0）は定数とする。ここでは単純化のために確率
変数は aH、aL（aH ＞ aL）の２つの値をとると考える。この需要不確実性は各地域で確率
r（0＜ r ＜1）で高需要の aH、確率（1－ r）で低需要 aLが起こるものとする。なお、各
プレイヤーはこの需要に関する確率分布については既知であるとする。
　まずこの節では需要に関する付加的な情報獲得による事前確率ｒの更新がない場合を考
図４．１　需要不確実性のあるチェーンストアゲーム
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える。すなわち各プレイヤーは事前の確率分布以外には、aに関する何らの情報を持って
いないので事前確率ｒをもとにして aの期待値 E（a）から自己の期待利得を最大化しよ
うとする。プレイヤーの行動と利得の関係は以下のようになる。
A．事業者が参入しなかったとき
　このときチェーンストアはこれまで通り独占を維持できるので、確率分布 aの期待値E
（a）をもとにして産出量 q1から価格 Pを操作して自己の利潤最大化を図る。チェーンス
トアの利潤をπ1、産出量を q1、生産に必要な費用の限界費用を c1とすると、
π1=Pq1－c1q1
と表すことができ、利潤π1を最大化するように産出量 q1を決定する。π1を q1で微分して
ゼロとおき、q1について解きなおすと、
が得られる。このときの均衡価格は、
となる。事後的な立場から見ると均衡価格 Pは確率変数 aを含んでいるので不確実なも
のであることがわかる。よってこのときのチェーンストアの利潤π1は、
a=aH、すなわち高需要が起こったとき、
π11=P＊q1＊－c1q1＊
となる。一方で低需要 a=aL が起こったとき、
π12=P＊q1＊－c1q1＊
となる。
　なお、事業者の利潤に関して、事業者はこのとき市場から何らの損得も得ていないので
高需要、低需要のときの利潤π21、π22をゼロとする。
B．事業者が参入してチェーンストアが協調をとったとき
　このときクールノー競争が発生するものとする。すると先に定義した需要関数
P=a－bq
の qは事業者の産出量を q2とすると、
q=q1+q2
で表される。チェーンストアの利潤をπ1、事業者の利潤をπ2とすると、
q1＊=　　　
E（a）－c1
2b
P＊=　　
a＋c1
2
（157）
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π1=Pq1－c1q1
π2=Pq2－c2q2
と表すことができる。チェーンストアと事業者はこれを最大化するように産出量を決定す
るので同様の手順により均衡産出量を求めると、
このときの均衡価格 P＊は、
を得る。均衡価格 P＊＊は確率変数 aを含んでいるので事後的には不確実なものとなってい
る。ここからチェーンストア利潤は、高需要が起こったときには、
π13=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊
を得る。一方で低需要が起こった場合には、
π14=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊
を得る。事業者についても高需要が起こった場合には、
π23=P＊＊q2＊＊－ c2q2＊＊
を得て、低需要が起こった場合には、
π24=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊
を得る。
C．事業者が参入してチェーンストアが対抗した場合
　チェーンストアの対抗行動は、財の生産に必要な原材料を買い占めることを意味するも
のとする。すると事業者は高い費用を負担して原材料を調達しなければならなくなる。こ
のときの事業者の限界費用は c2（c2＞c2）となる。その後クールノー競争がなされるもの
とする。すると、このときのそれぞれの利潤は、
π1’=Pq1－c1q1
π2’=Pq2－c2q2
となる。同様の手順で均衡産出量を求めると、
q1＊＊=　　
E（a）＋c2－2c1
3b
q1＊＊=　　
E（a）＋c1－2c2
3b
P＊＊=　　
a＋c1＋c2
3
q1＊＊＊=　　
E（a）＋c2－2c1
3b
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となり、このときの均衡価格は、
となる。このときの利潤も均衡価格が確率変数 aを含んでいるので、チェーンストアにつ
いて、a=aH、すなわち高需要が発生したとき、
π15=P＊＊＊q1＊＊＊－ c1q1＊＊＊
の利潤を得る。また、a=aL、すなわち低需要が発生した場合、
π16=P＊＊＊q1＊＊＊－ c1q1＊＊＊（a=aL）
の利潤を得る。
一方で事業者についても、高需要が起こったとき、
π25=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊
を得る。また低需要が起こったときには、
π26=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊
を得る。これらをまとめるとプレイヤーの行動と利潤について次の表を得る。
この表と先述の効用関数から利得表をもとめると次の通りになる。
q1＊＊＊=　　
E（a）＋c1－2c2
3b
P＊＊＊=　　
a＋c1＋c2
3
表４．１．１　プレイヤーの行動と利潤
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （π13　,　π23） （π11　,　0） （π14　,　π24） （π12　,　0）
AG （π15　,　π25） （π11　,　0） （π16　,　π26） （π12　,　0）
表４．１．２　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （a11　,　a12） （a13　,　a14） （a15　,　a16） （a17　,　a18）
AG （a21　,　a22） （a23　,　a24） （a25　,　a26） （a27　,　a28）
（159）
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この表は例えば（a11、a12）ならば需要が高需要で事業者が参入し、チェーンストアがそ
れに対して対抗した結果、チェーンストアは a11、事業者は a12の利得を得たことを示して
いる。
　SC の場合は対抗が支配戦略なので、部分ゲーム完全均衡は（OUT、AG）、一方で
ＷＣの場合の部分ゲーム完全均衡は（IN、CO）となる。すなわち SCについて、a21＞ a11、
a25＞ a15、WC について a31＞ a41、a35＞ a45が成立している。また事業者について、a12、
a32＞ ai4＞ a22、a42と a16、a36＞ ai8＞ a26、a46（i ＝1、…、4）が成立する。
　ここで逐次均衡を次のように考える。
　チェーンストアは自分のタイプが SCかWCかによって対抗か協調かを決定する。
　一方、事業者に関して参入をとったときの期待利得が退出の期待利得を上回れば参入を
とることになるので次の不等式が成り立つ。
　すなわちこの不等式で等号が成立するときに参入と退出で期待利得が等しくなっている
ことを示している。このときに各プレイヤーの期待利得は pの下で最大となるので、逐
次均衡が成立するとする。
　ここでは先の例と同様に２期間の繰り返しゲームを考える。利得表は要素の大小関係を
考慮して以下のものを用いる。
表４．１．３　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （a31　,　a32） （a33　,　a34） （a35　,　a36） （a37　,　a38）
AG （a41　,　a42） （a43　,　a44） （a45　,　a46） （a47　,　a48）
p ≧＝　　　　　　　（a36－a32）r－a36　　　　
（a22＋a36－a32－a26）r＋（a26－a36）
表４．１．４　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （－2　,　1） （4　,　0） （－1　,　0.5） （2　,　0）
AG （0　,　0.5） （4　,　0） （0　,　－0.5） （2　,　0）
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表４．１．５　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （0　,　1） （4　,　0） （0　,　0.5） （2　,　0）
AG （－2　,　0.5） （4　,　0） （－1　,　－0.5） （2　,　0）
このとき事業者が参入と退出で無差別になる pは、
となる。ここから pの成立する範囲は r＜0.5となる。すなわちタイプに関する確率 pは
需要不確実性の確率分布 rに依存していることがわかる。例えば r=0.8の状況を考える。
すると第１期で仮にWCが確率１で対抗をとったとしても逐次均衡となる pに修正でき
ないので、逐次均衡が構成できないことがわかる。これは言い換えると評判が成立しない
ということを示している。この rは外部的な変数なのでチェーンストアは操作することが
できない。このときチェーンストアは逐次均衡への移行ができないので、チェーンストア
は部分ゲーム完全均衡から離れる動機を持たない。すなわち第１期で SCなら参入に対し
て対抗、WCなら参入に対して協調をとることで自分のタイプを事業者に表明することに
なる。
４．２　完全情報の場合
　次に各プレイヤーについて完全情報の場合を考える。ここで言う完全情報とはチェーン
ストアと事業者がともに確率変数 aの実現値を知った上で意思決定を行っている状況を指
すものとする。
　例として２期間モデルでの均衡を考えるために要素の大小関係を考慮して次の利得表を
用いる。
P=－　　
0.5r＋0.5
0.5r－1
表４．２．１　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （－2　,　1） （4　,　0） （－1　,　0.5） （2　,　0）
AG （0　,　－1） （4　,　0） （0　,　－0.5） （2　,　0）
（161）
88
大阪産業大学経済論集　第 15 巻　第２・３合併号
このときの均衡を考えると、各プレイヤーは事前に需要に関する不確実性が解消されてい
るので需要が高低の場合に分けることができる。よってここでは第３章での議論が適用さ
れるから、２期間ゲームにおける均衡はこの場合、需要の高低にかかわらず、WCが確率
n=0.67で対抗することによって逐次均衡が構成できる。すなわち評判が維持できるという
ことになる。
４．３　情報獲得による事前確率の更新がある場合（対称情報）
　ここでは需要に関して情報源にノイズのある情報を事前に獲得できる場合を考える。こ
の需要に関する情報を i とし、高需要であるときにはメッセージmH をプレイヤーが受
け取り、低需要の場合にはメッセージmL を受け取る。情報源のノイズとして、この情
報 i には精度β（0.5＜β＜1）が存在する。この情報を利用すると事前確率 r は事後確率
r（a︱m）に修正される。プレイヤーはこの事後確率をもとにして意思決定を行う。
　このときのプレイヤーの行動と利得の関係は以下のようになる。
A．事業者が参入しなかったとき
　このときチェーンストアはこれまで通り独占を維持できるので、メッセージmを受け
取った後の確率分布 rの期待値 E（a︱m）をもとにして、価格 Pを操作することで自己の
利潤最大化を図る。チェーンストアの利潤をπ1、産出量を q1、生産に必要な費用の限界
費用を c1とすると、
π1=Pq1－ c1q1
と表すことができ、利潤π1を最大化するように産出量 q1を決定する。π1を q1で微分して
ゼロとおき、q1について解きなおすと、
が得られる。このときの均衡価格は、
表４．２．２　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
　 aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （0　,　1） （4　,　0） （0　,　0.5） （2　,　0）
AG （－2　,　－1） （4　,　0） （－1　,　－0.5） （2　,　0）
q1＊=　　
E（a︱m）－c1
2b
P＊=　　
a＋c1
2
（162）
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となる。事後的な立場から見ると均衡価格 Pは確率変数 aを含んでいるので不確実なも
のであることがわかる。よってこのときのチェーンストアの利潤π1は、高需要であると
いうメッセージを受け取って高需要が発生したとき、すなわち a=aH、m=mH のときに、
π11=P＊q1＊－c1q1＊
を得る。また低需要であるというメッセージを受け取って高需要が発生した場合には、
π12=P＊q1＊－c1q1＊
を得る。以下同様にして受け取ったメッセージと実際に発生した需要から得られる利潤は
次の通り。
π13=P＊q1＊－c1q1＊（a=aH、m=mH）
π14=P＊q1＊－c1q1＊（a=aH、m=mL）
　なお、事業者の利潤に関して、事業者はこのとき市場から何らの損得も得ていないので
利潤π21、π22、π23、π24をゼロとする。
B．事業者が参入してチェーンストアが協調をとったとき
　このときクールノー競争が発生するものとする。すると先に定義した需要関数の qは
事業者の産出量を q2とすると、
q=（q1+q2）
チェーンストアの利潤をπ1、事業者の利潤をπ2とすると、
π1=Pq1－c1q1
π2=Pq2－c2q2
と表すことができる。チェーンストアと事業者はこれを最大化するように産出量を決定す
るので同様の手順で均衡産出量を求めると、
このときの均衡価格 P＊は、
を得る。ここからチェーンストアの利潤は、受け取るメッセージと実際に起こった需要に
よって異なる利潤を受け取ることがわかる。その関係は次の通り。
π15=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊（a=aH、m=mH）
q1＊＊=　　
E（a︱m）＋c2－2c1
3b
q2＊＊=　　
E（a︱m）＋c1－2c2
3b
P＊＊=　　
a＋c1＋c2
3
（163）
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π16=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊（a=aH、m=mL）
π17=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊（a=aH、m=mH）
π18=P＊＊q1＊＊－c1q1＊＊（a=aH、m=mL）
同じく事業者についても受け取ったメッセージと実際に発生した需要により異なる利潤を
得る。その関係は次の通りである。
π25=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊（a=aH、m=mH）
π26=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊（a=aH、m=mL）
π27=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊（a=aH、m=mH）
π28=P＊＊q2＊＊－c2q2＊＊（a=aH、m=mL）
C．事業者が参入してチェーンストアが対抗した場合
　チェーンストアの対抗行動は、財の生産に必要な原材料を買い占めることを意味するも
のとする。すると事業者は高い費用を負担して原材料を調達しなければならなくなる。こ
のときの事業者の限界費用は c2（c2＞ c2）となる。その後クールノー競争がなされるものと
する。すると、このときのそれぞれの利潤は、
π1’=Pq1－c1q1
π2’=Pq2－c2q2
となる。同様の手順から均衡産出量を求めると、
となり、このときの均衡価格は、
となり、このときの利潤も均衡価格に確率変数 aを含んでいるので、チェーンストアの利
潤について、受け取ったメッセージと実際に起こった需要の関係は次の通りである。
π19=P＊＊＊q1＊＊＊－c1q1＊＊＊（a=aH、m=mH）
π110=P＊＊＊q1＊＊＊－c1q1＊＊＊（a=aH、m=mL）
π111=P＊＊＊q1＊＊＊－c1q1＊＊＊（a=aH、m=mH）
π112=P＊＊＊q1＊＊＊－c1q1＊＊＊（a=aH、m=mL）
q1＊＊＊=　　
E（a︱m）＋c2－2c1
3b
q2＊＊＊=　　
E（a︱m）＋c1－2c2
3b
P＊＊＊=　　
a＋c1＋c2
3
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一方で事業者の利潤における受け取ったメッセージと実際に起こった需要の関係は次のよ
うに表される。
π29=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊（a=aH、m=mH）
π210=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊（a=aH、m=mL）
π211=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊（a=aH、m=mH）
π212=P＊＊＊q2＊＊＊－c2q2＊＊＊（a=aH、m=mL）
これらの利潤を先述の効用関数に代入すると次の利得表が得られる。
　この表は例えば（a11　、　a12）ならば、各プレイヤーは需要が高需要であるというメッ
セージを受け取り、実際に高需要が発生して、事業者が参入をとってそれに対してチェー
ンストアのタイプが SCであったために対抗を選択された結果、チェーンストアは a11の
利得、事業者は a12の利得を得たことを示している。
　SCの場合は対抗が支配戦略なので、部分ゲーム完全均衡は（OUT、AG）、一方でWC
の場合の部分ゲーム完全均衡は（IN、CO）となる。すなわち SCについて、a21＞ a11、a25
＞ a15、a41＞ a31、a45＞ a35、WCについて a51＞ a61、a55＞ a65、a71＞ a81、a75＞ a85が成立して
いる。また事業者について、a12、a32＞ ai4＞ a22、a42と a16、a36＞ ai8＞ a26、a46（i=1、…、8）
が成立する。
　チェーンストアは自分のタイプが SCかWCかによって対抗か協調をとることがわかっ
表４．３．１　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （a11　,　a12） （a13　,　a14） （a15　,　a16） （a17　,　a18）
AG （a21　,　a22） （a23　,　a24） （a25　,　a26） （a27　,　a28）
i=mL
CO （a31　,　a32） （a33　,　a34） （a35　,　a36） （a37　,　a38）
AG （a41　,　a42） （a43　,　a44） （a45　,　a46） （a47　,　a48）
表４．３．２　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （a51　,　a52） （a53　,　a54） （a55　,　a56） （a57　,　a58）
AG （a61　,　a62） （a63　,　a64） （a65　,　a66） （a67　,　a68）
i=mL
CO （a71　,　a72） （a73　,　a74） （a75　,　a76） （a77　,　a78）
AG （a81　,　a82） （a83　,　a84） （a85　,　a86） （a87　,　a88）
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ている。一方で逐次均衡を満たすために４．１と同様に事業者の期待利得は参入と退出で
無差別になるようにすればよいから、
［｛a22β+a42（1－β）｝r（a︱m）+a26β+a46（1－β）｝｛1－r（a︱m）｝］p
+［｛a52β+a72（1－β）｝r（a︱m）+a56β+a76（1－β）｝｛1－r（a︱m）｝］（1－p）＝0
これを解いて、
を得る。
　均衡を計算するために利得表に大小関係を満足するような数値を代入して次のような利
得表を用いる。
このときの均衡を計算する。事業者は参入を取ったときの期待利得と退出を取ったときの
期待利得が等しくなるように p を求めると、
が成立する。このとき評判は特定の β とｒの範囲で成立することがわかる。
p＝－　　　
　　　　　　 ｛a52β+a72（1－β）｝r（a︱m）+｛a56β+a76（1－β）｝｛1－r（a︱m）｝ 　　　　　　
｛a22β+a42（1－β）－a52β－a72（1－β）｝r（a︱m）+｛a26β+a46（1－β）－a56β－a76（1－β）｝｛1－r（a︱m）｝
表４．３．３　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （0　,　1） （3　,　0） （－1　,　0.5） （1　,　0）
AG （1　,　0.5） （3　,　0） （0　,　－0.5） （1　,　0）
i=mL
CO （－1　,　1） （1　,　0） （0　,　0.5） （2　,　0）
AG （0　,　0.5） （1　,　0） （1　,　－0.5） （2　,　0）
表４．３．４　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （1　,　1） （3　,　0） （0　,　0.5） （1　,　0）
AG （0　,　0.5） （3　,　0） （－1　,　－0.5） （1　,　0）
i=mL
CO （0　,　1） （1　,　0） （1　,　1） （2　,　0）
AG （－1　,　0.5） （1　,　0） （0，0.5） （2　,　0）
P=　　
　－0.5β－0.5　
r（a︱m）－0.5β－1
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　この図の黒く塗りつぶされた部分が逐次均衡が構成できる領域を示している。この図は
獲得した情報の精度に関わらず、r（a︱m）＜0.45ならば逐次均衡が構成できることを意味
している。すなわち４．１で議論した情報の更新がない場合と比べると、４．１では r＜0.5
の範囲を満たせば逐次均衡を構成できたので、獲得できた需要に関する付加的な情報に
よって評判を維持できなくなることがわかる。この領域外のβとｒ（a︱m）では、たとえ
WCが第１期に確率 n＝1で対抗したとしても第２期に p＝0.5に修正することはできない。
すなわち逐次均衡が構成できないので、チェーンストアは部分ゲーム完全均衡から離れる
動機を持たない。よってチェーンストアは第１期に SCなら参入に対して対抗、WCなら
参入に対して協調をとることで自分のタイプを事業者に表明することがわかる。
４．４　既存企業のみに情報獲得による事前確率の更新がある場合（非対称情報）
　先述の情報をチェーンストアだけが受けとる場合を考察する。このときチェーンストア
は情報 i を受け取ることによって事前確率をｒ（a︱m）に修正して意思決定を行う。一方、
事業者は情報の獲得による事前確率の更新が行われないために rをもとに意思決定を行
う。
　均衡を計算するために利得表に大小関係を満足するような数値を代入して次のような利
得表を用いる。
図４．２　対称情報のときに逐次均衡が構成できる領域
（167）
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　事業者は参入をとったときの期待利得と退出をとったときの期待利得が等しくなるよう
に pを求めると、
p=2rβ－r＋β－1
が成立する。
　上の図の黒く塗りつぶされた部分が逐次均衡を構成できることを示している。この領域
外のβとｒでは第１期にWCが確率 n＝1で対抗したとしても第２期に均衡に導く pに
表４．４．１　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （0.5　,　0.5） （3　,　0） （－1.5　,　1） （1　,　0）
AG （1.5　,　0） （3　,　0） （－0.5　,　0.5） （1　,　0）
i=mL
CO （－1.5　,　1） （1　,　0） （0.5　,　0.5） （2　,　0）
AG （－0.5　,　0.5） （1　,　0） （1.5　,　0） （2　,　0）
表４．４．２　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （1.5　,　0.5） （3　,　0） （－0.5　,　1） （1　,　0）
AG （0.5　,　0） （3　,　0） （－1.5　,　0.5） （1　,　0）
i=mL
CO （－0.5　,　1） （1　,　0） （1.5　,　0.5） （2　,　0）
AG （－1.5　,　0.5） （1　,　0） （0.5　,　0） （2　,　0）
図４．３　チェーンストアが情報優位にあるときに逐次均衡が構成できる領域
（168）
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修正することはできない。すなわち逐次均衡が構成できないので、チェーンストアは部分
ゲーム完全均衡から離れる動機を持たない。よってチェーンストアは第１期に SCなら参
入に対して対抗、WCなら参入に対して協調をとることで自分のタイプを事業者に表明す
ることがわかる。またこの領域の範囲は、４．１や４．３で議論した領域と比較すると非常
に大きな領域であることが見て取れる。これはチェーンストアが需要に関する付加的な情
報を獲得して情報の面で優位に立つことで、自己の期待利得を高め、事業者の期待利得を
高めることができるのでその結果、評判の成立する領域が増えたものと考えられる。
４．５　参入企業のみに情報獲得による事前確率の更新がある場合（非対称情報）
　最後に需要に関する情報を事業者のみが受け取る場合を考察する。このとき事業者は情
報 i を獲得し事前確率を r（a︱m）に修正して意思決定を行う。一方でチェーンストアは情
報の獲得がないために事前確率 rをもとに意思決定を行う。
　このときの均衡を計算すると、チェーンストアについては p＝0.5のとき SCとWCのい
ずれのタイプでも期待利得は等しくなるので p＝0.5が均衡となる。一方、事業者は参入を
とったときの期待利得と退出をとったときの期待利得が等しくなるように、pを求めると、
表４．５．１　需要不確実性のある利得表（SCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （0　,　1.5） （3　,　0） （－1　,　0） （1　,　0）
AG （1　,　0.5） （3　,　0） （0　,　－1） （1　,　0）
i=mL
CO （－1　,　0） （1　,　0） （0　,　1.5） （2　,　0）
AG （0　,　－1） （1　,　0） （1　,　0.5） （2　,　0）
表４．５．２　需要不確実性のある利得表（WCの場合）
i=mH aH aL
　 IN OUT IN OUT
CO （1　,　1.5） （3　,　0） （0　,　0） （1　,　0）
AG （0　,　0.5） （3　,　0） （－1　,　－1） （1　,　0）
i=mL
CO （0　,　0） （1　,　0） （1　,　1.5） （2　,　0）
AG （－1　,　－1） （1　,　0） （0　,　1.5） （2　,　0）
（169）
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が成立する。これらから逐次均衡が構成できる需要不確実性に関する確率 r と付加的な情
報の精度 β の領域を求めると次の図を得る。
　逐次均衡が構成できるのは黒く塗りつぶされた領域である。このように評判は特定の
βとｒ（a︱m）の範囲でのみ成立することがわかる。この領域は他の領域に比べて非常に
狭いものになっていることが見て取れる。すなわち事業者にとっては逐次均衡から得られ
る期待利得よりも部分ゲーム完全均衡から得られる期待利得の方が高いので需要に関する
情報を付加的に獲得することによって評判の成立を阻止できる可能性が増えたことを意味
している。よって事業者はこの情報をチェーンストアに公開せず私的なものとする動機を
持つと考えられる。
　この領域外の β とｒ（a︱m）では第１期に確率 n＝1で対抗したとしても第２期に逐次
均衡となる p に修正することはできない。このとき逐次均衡は構成できないので、チェー
ンストアは部分ゲーム完全均衡から離れる動機を持たない。よってチェーンストアは第１
期に SC なら参入に対して対抗、WC なら参入に対して協調をとることで自分のタイプを
事業者に表明することがわかる。
p＝　
　　　　　 －3β 　　　　　
｛r（a︱m）－1｝β－3r（a︱m）－1
図４．４　事業者が情報優位にあるときに逐次均衡が構成できる領域
（170）
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第５章　今後の課題
　これまで見てきたように評判の議論で外部的な不確実性を加えると評判の成立に大きな
影響を与えることがわかった。すなわち、従来の需要不確実性のないモデルでは弱いタイ
プのチェーンストアがある確率 n で対抗行動をとると、それが事業者の主観確率に影響
を与えることで評判を構成し、チェーンストアは部分ゲーム完全均衡の期待利得よりも自
己の期待利得を高めることができた。しかし本研究で用いた需要不確実性を含んだモデル
では、完全情報の場合を除いて需要不確実性に関する確率ｒと、需要に関する情報の獲得
のある場合には付加的な情報 i に関する精度 β がある特定の範囲を満たしていないと部
分ゲーム完全均衡から逐次均衡への移行ができないというものであった。実際このような
意思決定の状況では、完全情報の状況よりも、不確実性に関する情報がわからなかったり、
特定のプレイヤーが私的な情報を有する場合の方が多いと考えられる。本研究では情報の
偏在がある場合に付加的な情報が情報優位にあるプレイヤーに有利に働くことが確認され
た。
　部分ゲーム完全均衡から逐次均衡への移行が需要不確実性の存在によって阻害された場
合、現在の均衡概念ではチェーンストアは期待利得が下がってしまうために部分ゲーム完
全均衡から離れた行動する動機を持たない。すなわち結果として SC ならば対抗、WC な
らば協調をとることで自己のタイプを表明するように行動すると考えられる。
　今後の課題としては外部的な不確実性を含んだ場合の繰り返しゲームにおける一般化と
逐次均衡が構成できない場合の新しい均衡の導出の可能性の検討が必要である。またこれ
らの分析は合理的なプレイヤーを仮定してきたが、われわれが行っている意思決定は多く
の場合、ゲームのルールやプレイヤーの仮定に関してより大きな制約のある場合の方が多
いと考えられる。例えば意思決定においてわれわれは完全に推論をした上で意思決定を行
うよりも過去の経験からそれを模倣したり修整して意思決定を行う場合の方が多いと考え
られる。このように従来のプレイヤーの仮定や行動基準とは異なったり、プレイヤーの能
力自身に制約のあるような限定合理性をもつプレイヤーのときの新しい行動基準を持った
分析も行う必要がある。このような場合の評判の考察を行う必要があると考えられる。
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